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技術の概要

【用地取得マネジメント支援システム】
自治体　　　１　件　（九州　　１件　、九州以外　0件　）　

【コストマネジメント支援システム】
自治体　　　45　件　（九州　　12件　、九州以外　33件　）　

３．技術の効果

　従来、労力を要していた事業予定地の比較や事業が停滞する可能性があるリスクを考慮した事
業費・事業期間のシミュリェーションが容易に行うことができ、用地調査で得られるリスク情報、権利
者情報、土地境界・買収面積・移転物件・移転補償額等の情報についても、本システムで一元管理
することで情報共有し、用地取得に組織力を活かした対応が可能となります。
　また、本システムに入力した情報に施工計画を組み合わせることで得られる情報を加え、コストマ
ネジメント支援システムと連動することにより、効率的な工事工程管理を含めた公共事業完了まで
の総合的なマネジメントが可能となります。

４．技術の適用範囲

・ 用地リスクや用地交渉経過の蓄積が可能であり、用地買収事業全般に適用可能です。
・ 特に、ルート検討機会の多い道路事業は最適です。
・ その他、情報の一元化やシミュレーション機能等から面整備事業においても適用可能です。

２．技術の内容

５．活用実績

安全・防災　　維持管理 　環境　　コスト　　ICT　　品質　　　（該当する分類に〇を付けてください）

　国土交通省では、平成22年度からの用地取得マネジメント推進（用地取得期間の短縮）により、
事業効果の早期発現を目指しています。
　これは、事業着手前に用地アセスメント調査（用地取得リスクの特定）を実施し、それに基づく用地
取得期間を考慮した事業計画を立て、効率的に用地を取得しようとするものです。
　これに対応するため、既存の自社開発システムであるコストマネジメント支援システム（最適な工
程計画の立案）の改良により、事業着手から供用までの工程に用地取得リスクを処理する期間を
考慮した工程計画・リスク情報・位置情報・資金計画等を管理する工程管理ツールとして本システ
ムを構築しました。

　用地取得マネジメント支援システムは、事業予定地を選定する場合など、複数の事業予定区域を
設定することにより各案の事業予算が自動計算され、予算の比較（図-１）が可能です。また、複数
のリスク処理に対応する期間を設定することにより各リスクの工程管理計画が自動的に作成され、
想定される用地取得期間の把握（図-２）も可能です。
　さらに、国土交通省「用地アセスメント調査」標準仕様の各種調書の作成及び修正が可能で、リス
ク情報の加除修正により最新の用地リスクの把握（図-３）が可能です。
　連動するコストマネジメント支援システムは、施工順序・事業期間を把握し、最適な工程計画の立
案（図-４）が可能で、施工順序変更に伴い年度別事業費・事業期間への影響を瞬時に判断し、リス
クの把握と対策の検討（図-５）が可能です。

１．技術開発の背景及び契機
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６．写真・図・表

【用地取得マネジメント支援システム】
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【コストマネジメント支援システム】
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